
令和５年度９月補正予算案について

一 補正予算の概要

今回の補正予算は、物価高騰の影響を受ける県民の声に応え、子育て世帯の暮らしを支援するとともに、

事業構造の転換等に向けた事業者の取組を支援するほか、市町村が実施する地域に寄り添った対策を支援す

るのに要する経費について、所要の予算措置を講ずることとした。

また、青森新時代の実現に向けた施策の始動に要する経費について、所要の予算措置を講ずることとした

ほか、公共事業及び国庫補助事業等について、国からの割当見込額等に基づき事業費の補正を行うととも

に、当初予算編成後の事態の推移等に対処するための各経費について、それぞれ所要の予算措置を講ずるこ

ととした。

二 一般会計予算の規模

⑴ 令和５年度現計予算額 749,675,639 千円

⑵ 今回の補正予算額（補正第２号） 20,582,631 千円

⑶ 令和５年度予算累計額 770,258,270 千円

⑷ 令和４年度同期予算額 772,102,461 千円

⑸ 対前年度同期比 ⑶
⑷ ×100 99.8 ％

三 一般会計補正予算の歳入

今回の補正予算の主なる財源としては、歳出との関連等において、国庫支出金42億3,072万３千円、諸収

入15億579万３千円及び県債12億3,200万円を計上したほか、財政調整基金からの繰入金64億円、繰越金37億

5,672万９千円及び普通交付税30億7,768万円を計上した。

四 一般会計補正予算の歳出

今回の補正予算に計上した歳出の主なものは、次のとおりである。
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物価高騰対策関連経費 11,875,688

総 務 部 物価高騰緊急対策市町村

交付金 （新規）

3,000,000 市町村が高齢者、低所得者等をはじめとした全ての

住民や地域の事業者に寄り添った物価高騰対策を実施

するのに要する経費に対する交付金

交付金交付先 市町村

交 付 率 定額

県有施設等太陽光発電事

業導入可能性調査費

（新規）

2,420 県有遊休地に太陽光発電設備を設置して県有施設等

に再生可能エネルギーを供給するモデル事業の導入可

能性を調査するのに要する経費

環境生活部 企業の脱炭素シフト促進

事業費

5,300 県内企業の脱炭素経営を促進するため、省エネ診断

等を支援する専門家派遣等を行うのに要する経費

健康福祉部 青森県子ども・子育て世

帯応援金給付事業費

（新規）

5,060,000 子育て世帯の経済的負担を軽減するため、青森県子

ども・子育て世帯応援金を給付するのに要する経費

給付対象 ０歳から18歳までの子どもを養育す

る世帯

給 付 額 子ども１人当たり30,000円

◦青森県子ども・子育て世帯応援金給付事業費

1,920,000

◦青森県子ども・子育て世帯応援金給付事業費補助

3,140,000

補助金交付先 市町村

補 助 率 10
10

老人福祉施設整備等事業

費

243,459 物価高騰下においても必要な老人福祉施設の施設・

設備の整備等を円滑に進めるため、補助単価の引上げ

を行うのに要する経費

◦地域密着型サービス等提供施設整備費補助

63,580

補助金交付先 市町村、社会福祉法人、医療

法人等

補 助 率 定額

区 分 事 業 費 説 明
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◦施設開設準備経費等支援事業費補助 63,835

補助金交付先 市町村、社会福祉法人、医療

法人等

補 助 率 定額

◦介護予防拠点における防災意識啓発の取組支援事

業費補助 45

補助金交付先 市町村

補 助 率 定額

◦介護施設等における看取り環境整備推進事業費補

助 2,880

補助金交付先 市町村、社会福祉法人、医療

法人等

補 助 率 定額

◦介護施設等における感染拡大防止対策事業費補助

25,322

補助金交付先 市町村、社会福祉法人、医療

法人等

補 助 率 定額

◦老人福祉施設等整備費補助 87,797

補助金交付先 社会福祉法人

補 助 率 定額

商工労働部 青森県特別保証融資制度

実施費

1,154,600 賃金引上げや物流の2024年問題の解決に取り組む中

小企業者に対する金融の円滑化を図るため、青森県特

別保証融資制度（「選ばれる青森」への挑戦資金）を

拡大実施するとともに、当該融資を受ける中小企業者

の信用保証料を軽減するのに要する経費

◦青森県特別保証融資制度貸付金 989,000

融 資 枠 130億円 → 180億円

◦創業・成長産業推進金融対策事業費補助 165,600

補助金交付先 県信用保証協会

補 助 率 保証料相当額の３
10

中小企業者等省エネ・高

効率化緊急対策事業費

420,246 中小企業者等がエネルギーや原材料の価格高騰に対

応するための固定費の低減等を支援するのに要する経

費

（現計492,710 → 補正後912,956）

区 分 事 業 費 説 明
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◦中小企業者等省エネ・高効率化緊急対策事業費補

助 409,600

補助金交付先 中小企業者、協同組合等

補 助 率 １
２（省エネ最適化診断枠２

３）

補助限度額

補助対象者 通 常 枠 省エネ最適化
診 断 枠

特別高圧
電 力 枠

中小企業者 300万円 500万円 700万円

協同組合等 500万円 700万円 900万円

◦県推進事業費 10,646

物価高騰対応収益力向上

支援事業費補助（新規）

137,000 商品・サービスの高付加価値化や物流の2024年問題

に対応するための業務効率化を行う中小企業者等を

（公財）21あおもり産業総合支援センターが支援するのに

要する経費に対する補助

◦高付加価値化促進分

補 助 率 １
２

補助限度額 1,000

◦物流の2024年問題対応分

補 助 率 ２
３

補助限度額 2,000

※補助金交付先は（公財）21あおもり産業総合支援セン

ター、事業実施主体は中小企業者、協同組合等

中小企業者ＤＸ関連ツー

ル導入支援事業費（新規）

22,901 中小企業者の生産性向上を図るため、ＩＴ企業等と

のマッチングによりデジタルツール等の導入を促進す

るのに要する経費

農林水産部 農林水産関連物価高騰等

対策事業費

1,419,810 農林水産事業者等が行うエネルギーや資材、飼料等

の物価高騰に対応するための経営の継続や発展に向け

た取組を支援するのに要する経費

（現計2,612,830 → 補正後4,032,640）

◦農林水産関連物価高騰等対策事業費補助

1,419,810

補助金交付先 農林水産事業者、農業協同組

合、畜産農業協同組合、森林

組合、漁業協同組合及びその

他農林水産業に係る法人等

補 助 率 １
２、

７
10、定額

補助対象事業 経営コスト低減や生産性向上

に資する施設・設備等の整備、

県産粗飼料の生産・利用拡大

に向けた取組等

区 分 事 業 費 説 明
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「土の見える化」が拓く

農業生産ステップアップ

事業費

2,949 過剰施肥の抑制による肥料コストの低減と農産物の

高品質・安定生産を図るため、総合的かつ科学的な土

壌診断を実施し、収量・品質等との相関関係を調査・

解析するのに要する経費

県産材流通緊急支援事業

費補助 （新規）

30,000 物価高騰により需要が減少している県産原木の緊急

的な流通対策として、県外・国外の木材加工施設へ海

上輸送するのに要する経費に対する補助

補助金交付先 県森林組合連合会

補 助 率 １
２

漁業用燃油価格等高騰対

策緊急支援事業費補助

（新規）

225,000 漁業用燃油価格等の高騰の影響を緩和するため、国

の漁業経営セーフティーネット構築事業に加入する漁

業者及び養殖業者に対し、燃油及び配合飼料に係る価

格差補塡金のうち加入者負担分を支援するのに要する

経費に対する補助

補助金交付先 県漁業協同組合連合会等

補 助 率 １
２、10

10

つくり育てる漁業緊急支

援事業費 （新規）

69,284 つくり育てる漁業の維持・安定を図るため、ホタテ

ガイ養殖の安定生産に向けた戦略策定等を行う総合戦

略チームを設置するとともに、物価高騰や海洋環境の

変化等に伴う種苗等の確保・生産コストの高騰相当分

を支援するのに要する経費

◦ホタテガイ採苗緊急支援事業費補助 49,784

補助金交付先 漁業協同組合

補 助 率 １
２

◦ナマコ種苗安定供給緊急支援事業費補助 2,190

補助金交付先 （公社）県栽培漁業振興協会

補 助 率 定額

◦栽培漁業種苗生産物価高騰等緊急対策事業費補助

2,300

補助金交付先 （公社）県栽培漁業振興協会

補 助 率 定額

◦シロサケ安定確保緊急支援事業費補助 9,400

補助金交付先 県さけます増殖流通振興協会

補 助 率 定額

◦さけ・ますふ化場物価高騰等緊急対策事業費補助

3,975

補助金交付先 漁業協同組合

補 助 率 定額

◦県推進事業費 1,635

区 分 事 業 費 説 明
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観 光 国 際

戦 略 局

観光産業物価高騰緊急対

策事業費 （新規）

82,719 物価高騰の影響を受ける宿泊施設の生産性向上を図

るためのコンサルティング等を実施するとともに、冬

季の観光需要の安定確保に向け、貸切バスを利用した

平日における団体旅行商品の造成支援や旅行会社との

連携によるプロモーションを実施するのに要する経費

◦宿泊施設生産性向上支援事業費 12,217

◦冬季観光需要確保対策事業費 70,502

青森新時代実現に向けた施策の始動関

連経費

5,132,927 ※物価高騰対策関連経費との重複分を含む。

企画政策部 広報広聴機能強化事業費

（新規）

11,682 広報広聴機能の強化を図るため、ＳＮＳを活用した

「伝わる広報」を実施するとともに、県民対話集会を

開催するほか、報道機関に対する情報提供の方法を

ペーパーレス化するのに要する経費

環境生活部 再生可能エネルギーと地

域・自然との共生調査事

業費 （新規）

6,173 再生可能エネルギーと地域・自然との共生を図るた

めの制度創設に向けて、全国の自治体の制度・取組状

況等を調査するとともに、新制度の方向性を検討する

のに要する経費

健康福祉部 子宮頸がん・風しん対策

予防接種等促進事業費

（新規）

14,995 ＨＰＶワクチンの接種や風しん抗体検査の受検を促

進するため、テレビＣＭやインターネット広告等を活

用した普及啓発を行うのに要する経費

青森県子ども・子育て世

帯応援金給付事業費

（新規）

5,060,000 （Ｐ２参照）

農林水産部 農村地域のマルチワーク

モデル創出事業費

2,000 農業における労働力の確保を図るため、生産現場の

労働力不足に係る実態調査を行うのに要する経費

農業グローバル人材を育

成する海外研修構築事業

費 （新規）

5,334 本県農業においてグローバルな視点で活躍できる人

材を育成するため、高校生・大学生等を対象とした提

案型海外研修を実施するとともに、持続可能で効果的

な研修体系の構築に向けた調査を行うのに要する経費

教育委員会 特別支援学校における医

療的ケア実施体制整備事

業費 （新規）

1,191 特別支援学校における医療的ケア児に対する支援体

制の充実を図るため、関係機関による協議会や医療的

ケアに関する研修会等を開催するのに要する経費

ＩＣＴ教育サポーター配

置事業費 （新規）

31,552 ＩＣＴ教育の推進と教職員の業務負担軽減を図るた

め、県立学校にＩＣＴ教育サポーターを配置し、ＩＣ

Ｔ環境整備に係る支援等を実施するのに要する経費

区 分 事 業 費 説 明
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その他の経費

企画政策部 青森・佐井航路維持事業

費補助 （新規）

23,716 青森・佐井航路の維持のために地元市村が行う航路

運航事業者の欠損に対する支援に要する経費に対する

補助

補助金交付先 むつ市、佐井村

補 助 率 １
２

補助限度額 市村の補助額の１
２又は船体維持

経費の１
２相当額のいずれか低い

額

健康福祉部 新型コロナウイルス感染

症対策関係国庫返還金

（新規）

3,916,797 令和４年度に受け入れた新型コロナウイルス感染症

対策に関係する国庫支出金の精算に伴う返還に要する

経費

病床機能分化・連携推進

施設設備整備費補助（改

築分）

79,488 地域医療構想の推進に向けた医療機関が行う施設の

改築に要する経費に対する補助

（現計238,699 → 補正後318,187）

補助金交付先 医療機関

補 助 率 １
２

農林水産部 高病原性鳥インフルエン

ザ防疫対策事業費

18,800 高病原性鳥インフルエンザの防疫対応の効率化を図

るため、民間事業者を活用した防疫資材の管理・輸送

等に係る体制を整備するのに要する経費

（現計191,808 → 補正後210,608）

あおもり食産業を守る獣

医師確保・育成対策事業

費

1,025 県の獣医師職員不足に対処するため、修学資金の給

付、獣医学生等を対象としたインターンシップ・交流、

県獣医師職員を対象とした技能向上研修の充実等の総

合的な獣医師確保対策を実施するのに要する経費

（現計14,554 → 補正後15,579）

◦産業動物獣医師修学資金給付事業負担金 △875

負担金交付先 （公社）中央畜産会

負 担 率 １
２（ほかに国１

２）

◦獣医師養成確保修学資金給付事業費補助 1,900

補助金交付先 （一社）県畜産協会

補 助 率 10
10

※給付対象者は県内高校出身者で獣医系私立５大学

及び国公立３大学に地域枠入試で合格した者

区 分 事 業 費 説 明
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県土整備部 新青森県総合運動公園新

水泳場等整備運営事業費

10,098 新水泳場整備事業分

（現計1,255,549 → 補正後1,265,647）

全 体 計 画 令和３年度～５年度

全体事業費 7,429,986 → 7,440,084

※物価変動に伴う建設工事代金の追加

盛土規制法対策費（新規） 9,922 令和５年５月に施行された宅地造成及び特定盛土等

規制法に基づき盛土等を規制する区域を指定するため

の基礎調査を実施するのに要する経費

区 分 事 業 費 説 明
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